
 

三浦都市計画地区計画の決定（三浦市決定） 

都市計画城ヶ島西部地区地区計画を次のように決定する。 

名称 城ヶ島西部地区地区計画 

位置 三浦市三崎町城ヶ島字西山地内 

面積 約３．４ha 

地区計画の目標 

城ヶ島西部地区は、三浦市の南端部に位置する風光明媚な自然島「城ヶ

島」の中で、観光客を対象とした商業・宿泊施設が集積している地区であ

り、横浜・箱根・鎌倉に続く神奈川第４の国際観光地をめざす観光地であ

る。 

しかしながら近年は、観光施設の老朽化や休息・滞留場所の不足等とい

った観光振興上の課題、海抜が低く水害（津波・高潮）を受けやすいとい

った防災上の課題、幅員狭小な道路は円滑な通行や災害時の避難に支障が

ある等といった安全・安心上の課題が顕在化してきたことから、地域の地

権者等は、これらの課題に対する検討を行い、「城ヶ島西部地区まちづく

り基本構想」として取りまとめ、地域が一体となって今後のまちづくりを

進めることとしている。 

そこで、本地区計画は、観光地としての発展・活性化を図り、地域住民

や来訪者が安全に居住・滞在できる環境を実現するため、国際競争力の強

化に資する宿泊施設の整備や、災害時の迅速な避難に資する都市基盤施設

の整備を、地域のニーズを踏まえて推進することにより、安全で賑わいの

ある地区の形成と、国際的な経済活動の拠点形成を図ることを目標とす

る。 
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土地利用の方針 

本地区を２つの地区に区分し、地区の特性に応じた適切な土地利用を図

るため、土地利用に関する方針を次のとおり定める。 

(1) Ａ地区（Ａ－１地区、Ａ－２地区） 

本地区の観光地としての魅力を支える商店街の良好な街並みづくり

を推進するとともに、観光インフォメーション機能の拡充やアクセス機

能の向上、地域住民や来訪者の安全に配慮した憩いの空間の形成によ

り、国際観光地としての発展・活性化及び地域住民や来訪者が安全に居

住・滞在できる土地利用を図る。 

(2) Ｂ地区 

本地区における観光拠点として、来訪者の回遊性向上や車両の流入抑

制により、周辺の商店街や住環境との調和を図るとともに、当該観光地

の中核となる宿泊施設について、豊富な海産物を中心とした食文化や優

れた眺望を活かし、周囲の景観に配慮しつつ、豊かな滞在空間・機能を

魅力的に配置する建築物に更新することで、国際的な観光交流人口の増

加による賑わいを創出する土地利用を図る。 



 

 

 

地区施設の整備

の方針 

本地区において、地域住民や来訪者の利便性向上、観光交流人口の増加

による賑わいの創出及び災害時における安全確保に資するよう道路・広

場・公園を適正に配置するとともに、これらの機能が損なわれないよう維

持・保全に努める。 

建築物等の整備

の方針 

安全で賑わいのある良好な観光地としての魅力向上を図るため、「建築

物等の用途の制限」、「建築物の敷地面積の最低限度」、「建築物等の高さの

最高限度」、「壁面の位置の制限」、「建築物等の形態又は色彩その他の意匠

の制限」及び「垣又はさくの構造の制限」を定める。 
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地区施設の配置

及び規模 

区画道路 

幅員９．０ｍ～１２．０ｍ 延長約 160ｍ 

幅員７．０ｍ～８．０ｍ   延長約 20ｍ 

幅員６．０ｍ       延長約 310ｍ 

広場 １ヶ所     面積約 730㎡ 

公園 １ヶ所     面積約 1,100㎡ 

公共空地 １ヶ所     面積約 60㎡ 
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地区の 

名称 
Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ｂ地区 

地区の 

面積 
約２．０ha 約０．８ha 約０．６ha 

建築物等の

用途の制限 

次の各号に掲げるも

の以外は建築してはな

らない。 

(1) 住宅 

(2) 住宅で事務所、店

舗その他これらに

類する用途を兼ね

るもの 

(3) 共同住宅、寄宿舎

又は下宿 

(4) 店舗 

(5) 飲食店 

(6) 事務所 

(7) ホテル又は旅館 

(8) ボーリング場、ス

ケート場、水泳場

その他これらに類

次の各号に掲げるも

の以外は建築してはな

らない。 

(1) 住宅 

(2) 住宅で事務所、店

舗その他これらに

類する用途を兼ね

るもの 

(3) 共同住宅、寄宿舎

又は下宿 

(4) 店舗 

(5) 飲食店 

(6) 事務所 

(7) ホテル又は旅館 

(8) ボーリング場、ス

ケート場、水泳場

その他これらに類

次の各号に掲げるも

の以外は建築してはな

らない。 

(1) ホテル又は旅館で

床面積の合計が

5,000 ㎡以内のも

の 

(2) 前号の建築物に附

属するもの 



 

 

する運動施設とし

て建築基準法施行

令（以下「政令」とい

う。）第 130 条の６

の２に規定するも

の 

(9) カラオケボックス

その他これに類す

るもの 

(10)劇場、映画館、演芸

場若しくは観覧場

又はナイトクラブ

その他これらに類

する政令第 130 条

の７の３に規定す

るもの 

(11)巡査派出所、公衆

電話所その他これ

らに類する公益上

必要な建築物 

(12)公益上必要な建築

物で政令第 130 条

の５の４に規定す

るもの 

(13)病院 

(14)公衆浴場（個室付

浴場業に係るもの

を除く。） 

(15)診療所 

(16)保育所その他これ

に類するもの 

(17)自動車車庫 

(18)倉庫業を営まない

倉庫 

(19)前各号の建築物に

附属するもの 

する運動施設とし

て政令第 130 条の

６の２に規定する

もの 

(9) 巡査派出所、公衆

電話所その他これ

らに類する公益上

必要な建築物 

(10)公益上必要な建築

物で政令第 130 条

の５の４に規定す

るもの 

(11)病院 

(12)公衆浴場（個室付

浴場業に係るもの

を除く。） 

(13)診療所 

(14)保育所その他これ

に類するもの 

(15)自動車車庫 

(16)倉庫業を営まない

倉庫 

(17)前各号の建築物に

附属するもの 



 

 

建築物の敷

地面積の最

低限度 

― 6,000㎡ 

建築物等の

高さの最高

限度 

― 14.5ｍ 

壁面の位置

の制限 
― 

建築物の外壁又はこ

れに代わる柱の面か

ら、道路境界線までの

距離は 3.0ｍ以上とし、

隣地境界線までの距離

は 2.0ｍ以上とする。 

建築物等の

形態又は色

彩その他の

意匠の制限 

建築物等の屋根及び外壁の色彩は、周辺の環境と調和したものとする。 

垣又はさく

の構造の制

限 

生垣又は開放性のあるフェンス等とする。ただし、門扉、門柱等はこの

限りではない。 

「区域、地区の区分及び地区施設の配置は、計画図表示のとおり」 

 


